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人権教育・啓発白書の刊行に当たって

法務大臣

文部科学大臣

令和２年は，新型コロナウイルス感染症の感染拡大という，これまでに経
験したことのない困難に直面する中，感染者や医療従事者等への偏見・差別
といった新たな人権課題が生じ，これに対する様々な対策を講じた１年でし
た。
今後も，自然災害，疫病の流行，科学技術の進展に伴う社会状況の変化等
により，新たな人権課題に直面するかもしれません。そのような課題を克服
していくためには，まず，人権について一人一人が正しい認識を持ち，それ
らの認識が日常生活の中での態度や行動に確実に根付くようになることが大
切です。お互いの人権を尊重しあうことの大切さが，社会全体に広く深く浸
透していくことが重要なことだと考えています。
新型コロナウイルス感染症に関する人権課題以外にも，DV，各種ハラス
メント，いじめや児童虐待，インターネットを悪用した人権侵害，障害等を
理由とする偏見や差別，いわゆるヘイトスピーチを含む外国人に対する人権
侵害，部落差別（同和問題）等の多様な人権問題が存在しています。
このような状況にあって，私たちは，人権啓発活動の重点目標として

「『誰か』のこと　じゃない。」を掲げ，多様な主体が互いに連携し，支え
合う共生社会の実現に取り組んでまいりました。このような取組は，「誰一
人取り残さない」社会の実現を掲げる国連の持続可能な開発目標（SDGs）の

理念とも合致するものであり，今後もしっかりと継続していきたいと考えて
います。
政府は，平成14年３月に策定した「人権教育・啓発に関する基本計画」

（平成23年４月一部変更）に基づき，国民の一人一人が人権に関する正しい
知識と日常生活の中で生かされるような人権感覚を身につけることができる
よう，学校，地域，家庭，職場その他の様々な場を通じて，各種人権課題の
解決に向けた施策に取り組んでまいりました。今後も，国民の皆様の人権を
守るため，人権教育及び人権啓発に関する施策を推進してまいります。
本白書は，「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に基づく年次報
告であり，政府が令和２年度に講じた人権教育及び人権啓発に関する施策に
ついて取りまとめたものです。今回，特集として「新型コロナウイルス感染
症に関連して発生した人権問題への対応」を取り上げるとともに，現代的課
題として７つのトピックス「学校における人権教育の取組」，「京都コング
レスの開催」，「性犯罪・性暴力対策の強化」，「アスリートへの写真・動画に
よる性的ハラスメントの防止に向けた取組」，「『ウポポイ（民族共生象徴空
間）』の開業」，「『ビジネスと人権』に関する我が国の取組」及び「職場に
おけるハラスメント防止対策の推進」を掲載しています。
本白書により，人権教育及び人権啓発に関する施策の状況について多くの

方々に御理解いただき，「誰一人取り残さない」社会の実現に向けて，人権
について一層理解を深め，様々な人権問題を，自分以外の「誰か」のことで
はなく，自分自身のこととして考え，人権を尊重した行動をとるきっかけに
していただければ幸いです。

令和３年６月
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はじめに
我が国においては，基本的人権の尊重を基本理念の一つとする「日本国憲法」（以下「憲

法」という。）の下で，国政の全般にわたり，人権に関する諸制度の整備や諸施策の推進
が図られてきた。それは，憲法のみならず，戦後，国際連合（以下「国連」という。）に
おいて作成され，現在，我が国が締結している人権諸条約等の国際準則にものっとって行
われている。また，我が国では，長年にわたり，国，地方公共団体と人権擁護委員を始め
とする民間のボランティアとが一体となって，地域に密着した地道な人権擁護活動を積み
重ねてきた。その成果もあって，人権尊重の理念が広く国民に浸透し，基本的には人権を
尊重する社会が築かれているということができる。

一方で，人権課題の生起がやむことはなく，近年の急速な情報通信技術の進展や近時の
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により，令和２年度においては，特に，インターネッ
ト上の人権侵害，新型コロナウイルス感染症に関連した偏見や差別，虐待等が関心を集め
ることとなった。

法務省の人権擁護機関では，「人権侵犯事件調査処理規程」（平成16年法務省訓令第２号）
に基づき，人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害の救済に努めて
いるところ，令和２年に法務省の人権擁護機関が新規に救済手続を開始した人権侵犯事件
数は9,589件である。これを類型別に見ると，プライバシー関係事案が1,741件（18.2％）と
最も多く，次いで，暴行・虐待事案が1,578件（16.5％），労働権関係事案が1,313件（13.7％），
学校におけるいじめ事案が1,126件（11.7％），住居・生活の安全関係事案が1,017件（10.6％），
強制・強要事案が1,013件（10.6％）などとなっている（資-29頁参照）。

特に，子どもの人権に関しては，文部科学省が行った令和元年度「児童生徒の問題行動・
不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」によれば，小・中・高等学校における，暴力
行為の発生件数は７万8,787件と依然として憂慮すべき状況が見られ，また，「いじめ防止
対策推進法」（平成25年法律第71号）第28条第１項に規定する「重大事態」の件数は723件
と，いじめによる重大な被害が生じた事案も引き続き発生しているなど，教育上の大きな
課題となっている。さらに，全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は
令和元年度には19万3,780件と，これまでで最多の件数となっている。

このような状況を踏まえ，政府では，府省庁間の連携を図りながら，国民に対する人権
教育・啓発活動を更に推進している。

学校教育においては，学校の教育活動全体を通じた人権教育の一層の充実等，人権尊重
の意識を高める取組を行うとともに，社会教育においては，国や大学が実施する社会教育
主事等を対象とした講習や研修を通じて，多様な人権課題に対応することができる指導者



の育成及び資質の向上を図っている。
また，国民が人権について正しい認識を持ち，それらの認識が，日常生活の中での態度

面，行動面等に確実に根付くことにより，人権侵害のない社会が実現されるよう，法務省
の人権擁護機関が，関係府省庁や地方公共団体等と連携しつつ，様々な啓発活動等に取り
組んでいる。

本書は，令和２年度において各府省庁が取り組んだ人権教育・啓発の施策を「人権教育
及び人権啓発施策」として取りまとめ，国会に報告するものである。
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